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○ 豪雪地帯安全確保緊急対策交付金交付要綱   新旧対照表（令和５年度改正）                                           
                                                                                                  （下線の部分は改正部分） 

現行 改正案 
豪雪地帯安全確保緊急対策交付金交付要綱 

 
令和３年１２月２０日 国国地第５１号 

 
 
（総則） 
第１条 豪雪地帯安全確保事業に係る豪雪地帯安全確保緊急対策交付金

（以下「交付金」という。）の交付に関しては、補助金等に係る予算の

執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律第１７９号。以下「適正化

法」という。）、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行

令（昭和３０年政令第２５５号。以下「施行令」という。）、国土交通省

所管補助金等交付規則（平成１２年総理府・建設省令第９号。以下「交

付規則」という。）、及び豪雪地帯安全確保緊急対策交付金事業実施要

綱（令和３年１２月２０日付け国国地第５１号。以下「実施要綱」とい

う。）その他の法令及び関連通知のほか、この要綱に定めるところによ

る。 
 
（事業実施主体、補助事業及び補助対象経費） 
第２条 交付金は道府県に交付するものとし、その交付の対象となる事

業（以下「補助事業」という。）は、実施要綱第６条に規定する豪雪地

帯安全確保事業計画に基づき、実施要綱第５条第３項に規定する実施

豪雪地帯安全確保緊急対策交付金交付要綱 

 

令和３年１２月２０日 国国地第５１号 

改正  令和５年 ３月１４日 国国地第７１号 

 

（総則） 

第１条 （同左） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（事業実施主体、補助事業及び補助対象経費） 

第２条 交付金は地方公共団体に交付するものとし、その交付の対象と

なる事業（以下「補助事業」という。）は、実施要綱第６条に規定する

豪雪地帯安全確保事業計画に基づき、実施要綱第５条第３項に規定す
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主体が実施する実施要綱第３条に規定する地域安全克雪方針策定事

業、安全克雪事業とする。ただし、補助事業に要する経費を道府県が負

担しない場合には、国は、実施主体である市町村からの交付の申請を

受理し、当該市町村に交付金を交付することができるものとする。こ

の場合において、次項並びに第３条から第１４条まで、及び第１６条

中「道府県」とあるのは「市町村」と、別記様式第１及び第２中「道府

県知事」とあるのは「市町村長」と、別記様式第２中「道府県」とある

のは「市町村」と、別記様式第３から第１０まで中「道府県知事」とあ

るのは「市町村長」と読み替えるものとする。 
２ 交付金の交付の対象とすることができる経費（以下「補助対象経費」

という。）及び道府県に対し交付する交付金の額は、別表に定めるとこ

ろによる。 
 
（交付の申請） 
第３条 道府県は、交付金の交付を受けようとするときは、すみやかに

別記様式第１の交付金交付申請書を国土交通大臣（以下「大臣」とい

う。）に提出しなければならない。なお、申請書には豪雪地帯安全確保

事業計画を添付しなければならない。 
 
（交付の決定及び通知） 
第４条 大臣は、前条の申請に係る補助事業が適当であると認めるとき

は、交付金の交付を決定し、別記様式第２の通知書により、その旨を道

府県に通知するものとする。 
２ 大臣は、交付決定に際して、必要な条件を付すことができるものと

る実施主体が実施する実施要綱第３条に規定する地域安全克雪方針策

定事業、安全克雪事業とする。 
 
 
 
 
 
 
 
２ 交付金の交付の対象とすることができる経費（以下「補助対象経費」

という。）及び地方公共団体に対し交付する交付金の額は、別表に定め

るところによる。 
 

（交付の申請） 

第３条 地方公共団体は、交付金の交付を受けようとするときは、す

みやかに別記様式第１の交付金交付申請書を国土交通大臣（以下「大

臣」という。）に提出しなければならない。なお、申請書には豪雪地

帯安全確保事業計画を添付しなければならない。 

 

（交付の決定及び通知） 

第４条 大臣は、前条の申請に係る補助事業が適当であると認めるとき

は、交付金の交付を決定し、別記様式第２の通知書により、その旨を地

方公共団体に通知するものとする。 
２ （同左） 
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する。 
 
（交付申請の取下げ） 
第５条 道府県は、適正化法第９条第１項の規定により交付金の交付の

申請を取下げようとするときは前条の交付金交付の決定通知書を受け

た日から起算して１５日以内に別記様式第３により、その理由書を添

えて大臣に提出しなければならない。 
 
（計画変更の承認等） 
第６条 道府県は、交付金の交付決定額の変更、補助事業の内容又は補

助対象経費の配分の変更（別表に定める軽微な変更を除く。）をする場

合は、あらかじめ別記様式第４の申請書を大臣に提出し、その承認を

受けなければならない。 
２ 道府県は、補助事業を中止し、又は廃止しようとする場合は、あらか

じめ別記様式第５の申請書を大臣に提出し、その承認を受けなければ

ならない。 
３ 道府県は、補助事業が予定の期間内に完了しないとき、又は補助事

業の遂行が困難となったときは速やかに別記様式第６の報告書を大臣

に提出し、その指示を受けなければならない。 
 
（状況報告） 
第７条 道府県は、大臣が必要と認めて指示したときは、補助事業の遂

行状況を別記様式第７により大臣に報告しなければならない。 
 

 

 

（交付申請の取下げ） 

第５条 地方公共団体は、適正化法第９条第１項の規定により交付金の

交付の申請を取下げようとするときは前条の交付金交付の決定通知書

を受けた日から起算して１５日以内に別記様式第３により、その理由

書を添えて大臣に提出しなければならない。 
 

（計画変更の承認等） 
第６条 地方公共団体は、交付金の交付決定額の変更、補助事業の内容

又は補助対象経費の配分の変更（別表に定める軽微な変更を除く。）を

する場合は、あらかじめ別記様式第４の申請書を大臣に提出し、その

承認を受けなければならない。 
２ 地方公共団体は、補助事業を中止し、又は廃止しようとする場合は、

あらかじめ別記様式第５の申請書を大臣に提出し、その承認を受けな

ければならない。 
３ 地方公共団体は、補助事業が予定の期間内に完了しないとき、又は

補助事業の遂行が困難となったときは速やかに別記様式第６の報告書

を大臣に提出し、その指示を受けなければならない。 
 

（状況報告） 
第７条 地方公共団体は、大臣が必要と認めて指示したときは、補助事

業の遂行状況を別記様式第７により大臣に報告しなければならない。 
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（実績報告） 
第８条 道府県は、補助事業が完了したとき（補助事業の廃止の承認を

受けたときを含む。）は、補助事業の完了した日（補助事業の廃止の承

認を受けたときは、その承認の通知を受けた日。）から起算して１箇月

以内又は交付金の交付の決定を受けた日の属する年度の翌年度の４月

１０日のいずれか早い日までに、別記様式第８の報告書を大臣に提出

し、補助事業の実績の報告をしなければならない。 
 
（額の確定等） 
第９条 大臣は、前条の報告を受けた場合には、報告書等の書類の審査

及び必要に応じて現地調査等を行い、その報告に係る補助事業の実施

結果が交付金の交付の決定の内容（第６条に基づく承認をした場合は、

その承認内容。）及びこれに附した条件に適合すると認めたときは、交

付すべき交付金の額を確定し、別記様式９により道府県に通知するも

のとする。 
２ 大臣は、道府県に交付すべき交付金の額を確定した場合において、

既にその額を超える交付金が交付されているときは、その超える部分

の交付金の返還を命ずるものとする。 
 
（概算払の請求等） 
第１０条 道府県は、交付金の全部又は一部について概算払又は精算払

を受けようとするときは、別記様式第１０の概算払請求書又は精算払

請求書を官署支出官国土交通省大臣官房会計課長に提出しなければな

らない。 

（実績報告） 
第８条 地方公共団体は、補助事業が完了したとき（補助事業の廃止の

承認を受けたときを含む。）は、補助事業の完了した日（補助事業の廃

止の承認を受けたときは、その承認の通知を受けた日。）から起算して

１箇月以内又は交付金の交付の決定を受けた日の属する年度の翌年度

の４月１０日のいずれか早い日までに、別記様式第８の報告書を大臣

に提出し、補助事業の実績の報告をしなければならない。 
 

（額の確定等） 
第９条 大臣は、前条の報告を受けた場合には、報告書等の書類の審査

及び必要に応じて現地調査等を行い、その報告に係る補助事業の実施

結果が交付金の交付の決定の内容（第６条に基づく承認をした場合は、

その承認内容。）及びこれに附した条件に適合すると認めたときは、交

付すべき交付金の額を確定し、別記様式９により地方公共団体に通知

するものとする。 
２ 大臣は、地方公共団体に交付すべき交付金の額を確定した場合にお

いて、既にその額を超える交付金が交付されているときは、その超え

る部分の交付金の返還を命ずるものとする。 
 

（概算払の請求等） 
第１０条 地方公共団体は、交付金の全部又は一部について概算払又は

精算払を受けようとするときは、別記様式第１０の概算払請求書又は

精算払請求書を官署支出官国土交通省大臣官房会計課長に提出しなけ

ればならない。 
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（交付決定の取消等） 
第１１条 大臣は、第６条の補助事業の中止又は廃止の申請があった場

合及び次に掲げる場合には、第４条の交付の決定の全部若しくは一部

を取消し又は変更することができる。 
（１）道府県が、適正化法、施行令、実施要綱に基づく大臣の処分若しく

は指示に違反した場合 
（２）道府県が、補助事業に関して不正、怠慢、その他不適当な行為をし

た場合 
（３）道府県が、交付金を補助事業以外の用途に使用した場合 
（４）交付の決定後生じた事情の変更等により補助事業の全部又は一部

を継続する必要が無くなった場合 
２ 大臣は、前項の取消しをした場合において、既に当該取消しに係る

部分に対する交付金が交付されているときは、期限を付して当該交付

金の全部又は一部の返還を命ずるものとする。 
３ 前項に基づく交付金の返還及び加算金の納付については適正化法第

１９条の規定を適用する。 
 
（財産の処分の制限） 
第１２条 道府県は、適正化法第２２条の規定による大臣の承認を受け

ようとするときは、国土政策局長が別に定める「国土政策局所管補助

事業等に係る財産処分承認基準について（平成２３年１０月２４日付

け国国総第４４号）」によるものとする。 
 

 

（交付決定の取消等） 
第１１条 大臣は、第６条の補助事業の中止又は廃止の申請があった場

合及び次に掲げる場合には、第４条の交付の決定の全部若しくは一部

を取消し又は変更することができる。 
（１）地方公共団体が、適正化法、施行令、実施要綱に基づく大臣の処分

若しくは指示に違反した場合 
（２）地方公共団体が、補助事業に関して不正、怠慢、その他不適当な行

為をした場合 
（３）地方公共団体が、交付金を補助事業以外の用途に使用した場合 
（４）（同左） 
 
２ （同左） 
 
 
３ （同左） 
 
 
（財産の処分の制限） 
第１２条 地方公共団体は、適正化法第２２条の規定による大臣の承認

を受けようとするときは、国土政策局長が別に定める「国土政策局所

管補助事業等に係る財産処分承認基準について（平成２３年１０月２

４日付け国国総第４４号）」によるものとする。 
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（取得した財産の管理） 
第１３条 実施主体は、補助対象経費により取得し、又は効用の増加し

た財産については、補助事業完了後においても、当該事業の目的に従

って効率的な管理運営を図らなければならない。 
２ 道府県は、取得した財産等について、別記様式第１１の取得財産等

管理台帳を備え、管理しなければならない。 
 
（利用状況等の報告） 
第１４条 道府県は、補助事業の終了の翌年度から起算して５箇年間に

ついて、補助事業に係る施設の利用状況等を当該年度の翌年度の４月

３０日までに報告しなければならない。 
 
（帳簿等の整備） 
第１５条 事業計画主体は、補助事業の経理について特別の帳簿を備え

るとともにその内容を証する以下に掲げる関係書類を整理し、他の経

理と区分して、その収支を明らかにしておかなければならない。 
（１）予算決算関係書類 

予算書及び決算書 
（２）経理関係書類 

① 金銭出納簿 
② 証拠書類（見積書、請求書、入出金伝票、領収書、出荷伝票、荷

受書及び借用証書等） 
（３）往復文書等 

豪雪地帯安全確保事業計画、交付から実績報告及び財産処分等に至

（取得した財産の管理） 
第１３条 実施主体は、補助対象経費により取得し、又は効用の増加し

た財産については、補助事業完了後においても、当該事業の目的に従

って効率的な管理運営を図らなければならない。 
２ 地方公共団体は、取得した財産等について、別記様式第１１の取得財

産等管理台帳を備え、管理しなければならない。 

 

（利用状況等の報告） 
第１４条 地方公共団体は、補助事業の終了の翌年度から起算して５箇

年間について、補助事業に係る施設の利用状況等を当該年度の翌年度

の４月３０日までに報告しなければならない。 
 

（帳簿等の整備） 
第１５条 実施主体は、補助事業の経理について特別の帳簿を備えると

ともにその内容を証する以下に掲げる関係書類を整理し、他の経理と

区分して、その収支を明らかにしておかなければならない。 
（１）予算決算関係書類 

予算書及び決算書 
（２）経理関係書類 

① 金銭出納簿 
② 証拠書類（見積書、請求書、入出金伝票、領収書、出荷伝票、荷

受書及び借用証書等） 
（３）往復文書等 

豪雪地帯安全確保事業計画、交付から実績報告及び財産処分等に至
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るまでの申請書類、交付決定及び承認書類等 
（４）その他 

その他本事業の実施に係る書類 
２ 帳簿等は補助事業終了の翌年度から起算して５箇年間整備保管しな

ければならない。 
３ 事業計画主体は別記様式第１２の調書を作成しておかなければなら

ない。 
 
（指導、監督） 
第１６条 大臣は、必要があると認めるときは、交付金の交付の目的を

達成するに必要な限度において、交付金の交付を受ける道府県に対し、

交付金の使途について必要な指示を行い、報告書の提出を命じ、又は

その状況を実地に検査することができる。 
 

（附 則） 
この要綱は、令和３年度第一次補正予算の成立の日から施行する。 

 
 
 
 
 
 

るまでの申請書類、交付決定及び承認書類等 
（４）その他 

その他本事業の実施に係る書類 
２ （同左） 

 

３ 実施主体は別記様式第１２の調書を作成しておかなければならな

い。 
 

（指導、監督） 
第１６条 大臣は、必要があると認めるときは、交付金の交付の目的を

達成するに必要な限度において、交付金の交付を受ける地方公共団体

に対し、交付金の使途について必要な指示を行い、報告書の提出を命

じ、又はその状況を実地に検査することができる。 
 

（附 則） 
この要綱は、令和３年度第一次補正予算の成立の日から施行する。 

 

（附 則） 

 この要綱は、令和５年４月１日から適用する。 
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